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ICT CONNECT 21 新法人設立

このたびICT CONNECT 21は、一般社団法人として、新たに船出しました。

これまでは任意団体でしたので、いろいろな面で制約がありました。法人化す
ることは、組織として活動することであり、自立すると同時に、いろいろな責任
が生じます。その責任を果たすには、組織としての自覚が必要だと思います。成
人になるという比喩は、世俗的ですが、心情的には、似ていて、心引き締まる思
いがします。

しかし、ICT CONNECT 21の理念は、変わりません。アライアンス団体同士の
つながりによって、イベントなどの広報を共有することができ、省庁との連携に
よって、官と民で事業を推進することができ、教育委員会と企業との連携によっ
て、学校現場に役立つICT機器などの調達が可能になり、というように、
CONNECT することによって、価値を生み出す団体として、活動したいと思って
います。

インターネットによって、コンピュータがつながり、IoTによって、すべての
モノがつながり、それが社会を変革する原動力になっていきます。教育もまた同
じで、クラウドによって家庭と学校がつながり、ICTによって教育と技術がつな
がり、社会に開かれた教育課程によって、学校教育が地域再生や人材育成につな
がることを思えば、つなげることは価値を創生することです。

皆様の力で、ICT CONNECT 21を育てていただけますように、よろしくお願い
します。

赤堀 侃司
ICT CONNECT 21

代表理事
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ICT CONNECT 21 新法人概要

新法人名称：一般社団法人 ICT CONNECT 21

代表理事：赤堀侃司
理事：大久保昇（内田洋行社長）、福原美三（JMOOC事務局長）

栗山健（学研総合研究所所長）、片岡靖（ICT CONNECT 21事務局長）

新法人目的：ICT CONNECT 21は、情報通信技術を活用して教育をより良くして
行こうという意思を持つさまざまなステークホルダーが集まるオープンな場とし
て、誰でもいつでもどこでも生涯を通じて格差なく学べる、ひとりひとりに適し
た学習環境を構築することを通じて、教育の情報化の一層の進展に寄与するとと
もに、社会の発展に貢献することを目的とする。

新法人事業：教育の情報化に関する以下の事業を行う。
(1) 調査研究
(2) 技術標準の策定と普及
(3) 意義の一般への訴求と利活用の推進
(4) 政策提言
(5) 国や地方公共団体が行う事業との連携
(6) その他ICT CONNECT 21の目的を達成するために必要な事業
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ICT CONNECT 21 の特長
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ICT CONNECT 21は教育の情報化に関わるステークホルダーと連携し、共創・コネク
トの場を提供することにより、各ステークホルダーの活動を支援します。

未来の学びコンソーシアムも同様のスキームで対応
したいと考えています。
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ICT CONNECT 21 の特長
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ICT CONNECT 21はICTを活用し、より良い教育を実現する意志をもつ企業・団体
・官庁・自治体・有識者・一般市民が加入できます。
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ICT CONNECT 21 新法人事業

ICT CONNECT 21は、情報通信技術を活用して教育をより良くして行こうという意
思を持つさまざまなステークホルダーが集まるオープンな場として、誰でもいつで
もどこでも生涯を通じて格差なく学べる、ひとりひとりに適した学習環境を構築す
ることを通じて、教育の情報化の一層の進展に寄与するとともに、社会の発展に貢
献するために事業を行います。まずは2020年の新学習指導要領開始を目途に、かつ
アライアンス団体や国、地方公共団体、学校、企業等と連携しオールジャパンで取
り組むべき事業を中心に実施します。

〇ひとりひとりに適した教育環境の構築を目指した取組
・技術標準の策定と普及活動

〇2020年 新学習指導要領開始にむけた取組
・未来の学びコンソーシアム事務局としてプログラミング教育等の推進

〇公教育と私教育の連携の取組
・技術標準の策定と普及活動

〇生涯学習の取組
・生涯学習プラットフォームに関する取組

〇教育機会格差の解消の取組
・地域未来塾等学習支援の取組

○ネットワークオブネットワークス

※本内容は検討中のため変更する場合がございます 6
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未来の学びコンソーシアム
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ICT CONNECT 21は、文部科学省・経済産業省・総務省と連携して、教育・IT関連企業・ベン
チャーなどと共に、多様かつ現場のニースに応じたデジタル教材の開発や学校における指導の
際のサポート体制を構築し、児童生徒が未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む
「社会に開かれた教育課程」の実現に貢献します。
まずはプログラミング教育の充実のための活動を実施します。

未来の学びコンソーシアム概要説明より

未来の学びコンソーシアムHP
https://miraino-manabi.jp

未来の学びコンソーシアムは趣旨に賛同いただける教育委員会・企業を募集しています。
会費は無料となっています。是非ご検討ください。
詳しくは https://miraino-manabi.jp/application をご確認ください。

https://miraino-manabi.jp/application
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ICT CONNECT 21 新法人事業

○WG活動
・技術標準WG（教育の情報化における技術標準の調査研究・策定・普及）

3月22日 第1回「教育の情報化：標準化動向の現在と未来」
・普及推進WG（情報化の普及・調査研究）
・SIG（ビジョン・技術・普及の自主活動）

○アライアンス団体連携活動
・アライアンス団体連携会議
・アライアンス団体共同イベント開催
・各種事業における連携

○情報提供活動
・教育の情報化関連情報の提供
・官民協働学習支援プラットフォーム
・プログラミング教育関連の情報発信 若年層に対するプログラミング教育の普及推進報告

http://programming.ictconnect21.jp/
・メールマガジン・各種通知
・各種雑誌等での広報活動
・学情研 学習情報誌 連載 3月号に赤堀がICT CONNECT 21法人化について寄稿
・月刊『高校教育』（学事出版） 4月号から連載開始 4月号は赤堀が執筆
・月刊『教職研修』（教育開発研究所） 4月号から連載開始

○イベント開催
・各種説明会（教育委員会向け・事業者向け・一般向け）
・勉強会

4月11日 「プログラミング教育の世界での取り組み」
マイクロソフト・コーポレーション副社長 アンソニー・サルシト氏
※会員は動画で視聴できます。

https://ictconnect21.jp/recruit-and-events/170411_programming/
6月5日 「未来の学び」のビジョンと課題

Googleアメリカ本社教育部門代表 Bramu Bout氏
Googleアメリカ本社プログラミング教育普及プログラム責任者 Chris Stephenson 氏 8
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ICT CONNECT 21 の活動
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文部科学省等の省庁説明会や答申について
解説やまとめを公開しています

ICT CONNECT 21の情報や各団体・企業
の情報をニュースリリース発行会社を通じて
広報
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ICT CONNECT 21 の活動
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• 多様な学習コンテンツやツールが利用できる

• 学習履歴を活用し、さらなる学習や社会課題の解決につなげることができる

学習者にとって

• 多様な学習コンテンツやツールを安全・安心に選択できる

• 標準化が進み、コンテンツやツールの利用が簡易化、また企業をまたがって連携する
ことにより、より良い指導環境を実現することができる

• 学校現場で真に必要なコンテンツやツールを事業者も含めて検討することができる

教育委員会・学校現場にとって

• 自社ですべてを研究開発する必要がなくなり、開発コストが減る

• 他社の製品やサービスと連動させて、多様なソリューションを提供可能となる

• 規制緩和や業界ルール等を連携し策定することができる

• （企業・団体の）新たな事業領域が広がる

• 日本の教育システムの海外への展開の可能性が増える

企業（団体）にとって

• これから必要とされるスキルを身につけた人材が増える

社会にとって

ICT CONNECT 21の活動を進めることにより、各ステークホルダーにとって次のよう
なメリットをもたらすことを目指しています。
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ICT CONNECT 21 新法人会員
新法人ICT CONNECT 21は会員のみなさまの会費によって運営いたします。
会員種別による会員サービスの違い

会費
（1口 4万
円）

理事の推薦 総会の議決
権

WG活動 主催イベン
ト参加

主催事業へ
の参加

広報利用
（共催・後援
名義取得、
自社・団体
イベント開
催通知）

ICT 
CONNECT 

21からのお
知らせ

主な対象

特別会員 30口以上 ● ● ● ● ● ● ● 企業・団体
等

会員 5口以上 ● ● ● ● ● ● 企業・団体
等

準会員（法
人）

無料
スタート
アップ企業
（1口以
上）

● ● ● ● ● 公共団体・教
育委員会・学
校（学校教育
法第一条該
当校）等、ス
タートアップ
企業

準会員（個
人）

無料 ● ● △（個人とし
て参加可
能）

● 教員・有識
者等

アライアンス
団体会員

相互会員
（団体との連
携によって
ご相談いた
します）

● ● ● ● ● ● 非営利団
体・学術団
体等
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アライアンス団体会員 特別会員 準会員（法人）

* 50音順 * 50音順 * 50音順

特定非営利活動法人Asuka Academy 株式会社内田洋行 一般社団法人秋田県情報産業協会

特定非営利活動法人eboard 株式会社学研ホールディングス 愛媛県教育委員会

公益財団法人学習ソフトウェア情報研究センター 株式会社増進会出版社 香川県教育委員会

一般社団法人組込みシステム技術協会 株式会社デジタル・ナレッジ 香美市教育委員会

情報コミュニケーション学会 日本電気株式会社 高知県教育委員会

一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会 株式会社ネットラーニング 古河市教育委員会

特定非営利活動法人全国初等教育研究会 富士通株式会社 西条市教育委員会

一般財団法人全国地域情報化推進協会 富士電機ITソリューション株式会社 新地町教育委員会

日本デジタル教科書学会 株式会社ベネッセコーポレーション つくば市教育局総合教育研究所

一般社団法人日本ＩＭＳ協会 株式会社リクルートマーケティングパートナーズ 戸田市教育委員会

一般社団法人日本オープンオンライン教育推進協議会 松江市

一般社団法人日本教育情報化振興会 会員 三重県（戦略企画部戦略企画総務課）

一般財団法人日本視聴覚教育協会 * 50音順 三島市教育委員会

公益財団法人日本数学検定協会 株式会社アーテック 梼原町教育委員会

日本DAISYコンソーシアム イースト株式会社

公益財団法人パナソニック教育財団 株式会社インフォザイン

一般社団法人みんなのコード 株式会社インプレスホールディングス

株式会社ＥＤＵＣＯＭ

エプソン販売株式会社

教育出版株式会社

株式会社教育同人社

株式会社ＪＭＣ

株式会社私塾界

株式会社システムディ

シャープビジネスソリューション株式会社

株式会社小学館

株式会社城南進学研究社

株式会社新学社

スズキ教育ソフト株式会社

株式会社スプリックス

株式会社ソニー・グローバルエデュケーション

大日本図書株式会社

学校法人高宮学園 代々木ゼミナール

チエル株式会社

東京書籍株式会社

凸版印刷株式会社

トッパン・フォームズ株式会社

株式会社日本標準

株式会社ニューズ・ツー・ユー

パイオニアＶＣ株式会社

パナソニック システムソリューションズ ジャパン株式会社

株式会社日立製作所

富士ソフト株式会社

株式会社フューチャーイン

株式会社文渓堂

株式会社文理

ボンサイラボ株式会社

株式会社モリサワ

ヤマハ株式会社

ラインズ株式会社

リード エグジビション ジャパン株式会社

理想科学工業株式会社

会員(2017年4月20日現在）


